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※ このレポートでは基準価額および分配金を１万口当たりで表示しています。　

マンスリーレポート

インデックスファンドＪリート（東証ＲＥＩＴ指数）毎月分配型
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＜基準価額の推移グラフ＞
分配金込み基準価額 東証ＲＥＩＴ指数（配当込み）

設定日の前営業日を10,000として指数化

ファンドの特色

１．わが国の金融商品取引所に上場している不動産投資信託証券（Ｊリート）を主要投資対象と
します。

２．「東証ＲＥＩＴ指数（配当込み）」の動きに連動する投資成果をめざします。
３．毎月決算を行ない、収益分配を行なうことをめざします。

運 用 実 績

◎市場環境

２月の不動産投信市場は、前月末比で上昇しました。都心部オフィスの平均賃料の上昇が継続したことや、空室率が低下したことなどに加え、

衆議院選挙での与党の大勝を受けて政権の基盤が固まり、積極財政が進むとの見方から国内株式市場が上昇したことなどがＲＥＩＴ価格の支援材

料となり、不動産投信市場は上昇しました。

◎運用概況

当ファンドは、東京証券取引所に上場している不動産投資信託証券に投資を行ない、東証ＲＥＩＴ指数（配当込み）の動きに連動する投資成果

をめざすファンドです。不動産投資信託証券への投資にあたっては、東証ＲＥＩＴ指数（配当込み）の動きに連動する投資成果をめざすために、

東証ＲＥＩＴ指数と同じ様な個別銘柄の時価構成比を持つポートフォリオを構築します。東証ＲＥＩＴ指数（配当込み）の動きに対する連動性を

維持するために東証ＲＥＩＴ指数先物取引を含めた実質の組入比率を高位に保ちます。また、不動産投資信託証券の新規上場など東証ＲＥＩＴ指

数の採用銘柄に追加・変更があった場合は、基本的に東証ＲＥＩＴ指数への追加・変更タイミングに応じて対象不動産投資信託証券の売買を実施

します。

当月のパフォーマンスは、東証ＲＥＩＴ指数（配当込み）の前月末比プラス1.79％に対して、前月末比プラス1.72％（分配金を含む）となりま

した。今後もこれまでの運用方針を継続し、東証ＲＥＩＴ指数（配当込み）の動きに連動する投資成果をめざします。

運 用 コ メ ン ト

※当レポート中の各数値は四捨五入して表示している場合がありますので、それを用いて計算すると誤差が生じることがあります。

投資信託は、値動きのある資産（外貨建資産は為替変動リスクもあります。）を投資対象としているため、基準価額

は変動します。したがって、元金を割り込むことがあります。後述のリスク情報とその他の留意事項をよくお読みく

ださい。
■当資料は、投資者の皆様に当ファンドへのご理解を高めていただくことを目的として、アモーヴァ・アセットマネジメントが作成した販売用資料

です。掲載されている見解は、当資料作成時点のものであり、将来の市場環境や運用成果などを保証するものではありません。

※基準価額は、分配金（税引前）を再投資したものとして計算した理論上の
ものである点にご留意下さい。

※基準価額は、信託報酬（後述の「手数料等の概要」参照）控除後の値です。
※東証ＲＥＩＴ指数に関する著作権等の知的財産権その他一切の権利は

株式会社ＪＰＸ総研または株式会社ＪＰＸ総研の関連会社に帰属します。
※当該実績は過去のものであり、将来の運用成果等を約束するものでは

ありません。

※運用方針等は作成基準日現在のものであり、将来の市場環境の変動等により変更される場合があります。

基準価額　　： 5,646円

純資産総額　： 235.03億円

＜基準価額の騰落率＞

３ヵ月 ６ヵ月 １年 ３年 設定来

当ファンド 0.23% 6.32% 22.37% 22.17% 200.41%

東証ＲＥＩＴ指数（配当込み） 0.43% 6.75% 23.33% 24.68% 240.29%
※基準価額の騰落率は、分配金（税引前）を再投資したものとして計算
　した理論上のものである点にご留意ください。
※当該実績は過去のものであり、将来の運用成果等を約束するものでは
　ありません。
※基準価額は、信託報酬（後述の「手数料等の概要」参照）控除後の値
　です。

＜分配金実績（税引前）＞

設定来合計 25/10/15 25/11/17 25/12/15 26/01/15 26/02/16

12,561円 55円 55円 55円 55円 55円

※原則として、安定した分配を継続的に行なうことをめざします。

※当該実績は過去のものであり、将来の運用成果等を約束するもの
　ではありません。

＜ご参考 分配金利回り（東証ＲＥＩＴ指数）＞

実績分配金利回り（年率） 4.46%
※実績分配金利回りは、東証ＲＥＩＴ指数を構成する各不動産
　投資信託証券の実績分配金利回りを、不動産投資信託証券
　時価評価額のウェイトで加重平均したものです。
　将来の運用成果等を約束するものではありません。

＜不動産投資信託証券 組入上位10銘柄＞ （銘柄数 58銘柄）

銘 柄 名 比率

1 日本ビルファンド投資法人　投資証券 7.33%

2 ジャパンリアルエステイト投資法人　投資証券 5.58%

3 日本都市ファンド投資法人　投資証券 5.28%

4 野村不動産マスターファンド投資法人　投資証券 4.44%

5 ＫＤＸ不動産投資法人　投資証券 4.14%

6 日本プロロジスリート投資法人　投資証券 3.94%

7 ＧＬＰ投資法人　投資証券 3.85%

8 ユナイテッド・アーバン投資法人　投資証券 3.57%

9 オリックス不動産投資法人　投資証券 3.47%

10 大和ハウスリート投資法人　投資証券 3.46%

※比率は、当マザーファンドの純資産総額比です。
※個別の銘柄の取引を推奨するものではありません。
※上記銘柄について、将来の組入れを保証するものではありません。

＜資産構成比率＞
100.0%

うち先物 2.4%

現金その他 2.5%
※比率は、当ファンドの純資産総額比で、マザー

ファンドの投資状況を反映しています。

不動産投資信託証券

ファンドの概要

設 定 日 2004年10月22日

償 還 日 無期限

決 算 日
毎月15日
（休業日の場合は翌営業日）

収 益 分 配 決算日毎
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■委託会社、その他関係法人
委託会社 アモーヴァ・アセットマネジメント株式会社
受託会社 三井住友信託銀行株式会社
販売会社 販売会社については下記にお問い合わせください。

アモーヴァ・アセットマネジメント株式会社
〔ホームページ〕www.amova-am.com
〔コールセンター〕0120-25-1404（午前9時～午後5時。土、日、祝・休日は除く。）

■お申込みに際しての留意事項
○リスク情報
・投資者の皆様の投資元金は保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、
投資元金を割り込むことがあります。ファンドの運用による損益はすべて投資者（受益者）の
皆様に帰属します。なお、当ファンドは預貯金とは異なります。

・当ファンドは、主に不動産投信を実質的な投資対象としますので、不動産投信の価格の下落や、
不動産投信の発行体の財務状況や業績の悪化、不動産の市況の悪化などの影響により、基準価額
が下落し、損失を被ることがあります。また、外貨建資産に投資する場合には、為替の変動によ
り損失を被ることがあります。

■お申込みメモ

商品分類 追加型投信／国内／不動産投信／インデックス型

購入単位 販売会社が定める単位
※販売会社の照会先にお問い合わせください。

購入価額 購入申込受付日の基準価額

信託期間 無期限（2004年10月22日設定）

決算日 毎月15日（休業日の場合は翌営業日）

収益分配 毎決算時に、分配金額は、委託会社が決定するものとし、原則として、安定した分配を継続的に行な
うことをめざします。
※将来の分配金の支払いおよびその金額について保証するものではありません。

換金価額 換金申込受付日の基準価額

換金代金 原則として、換金申込受付日から起算して5営業日目からお支払いします。

課税関係 原則として、分配時の普通分配金ならびに換金時および償還時の差益は課税の対象となります。
※課税上は、株式投資信託として取り扱われます。
※公募株式投資信託は税法上、一定の要件を満たした場合に少額投資非課税制度（NISA）の適用
対象となります。
※当ファンドは、NISAの対象ではありません。
※配当控除の適用はありません。
※益金不算入制度は適用されません。

■手数料等の概要

投資者の皆様には、以下の費用をご負担いただきます。

＜申込時、換金時にご負担いただく費用＞

購入時手数料 購入時の基準価額に対し2.2％（税抜2％）以内

※購入時手数料は販売会社が定めます。詳しくは、販売会社にお問い合わせください。

※収益分配金の再投資により取得する口数については、購入時手数料はかかりません。

≪ご参考≫
（金額指定で購入する場合）
 購入金額に購入時手数料を加えた合計額が指定金額（お支払いいただく金額）となるよう購入口数
を計算します。
例えば、100万円の金額指定で購入する場合、指定金額の100万円の中から購入時手数料（税込）を
いただきますので、100万円全額が当ファンドの購入金額とはなりません。
※上記の計算方法と異なる場合があります。詳しくは販売会社にお問い合わせください。
（口数指定で購入する場合）
 例えば、基準価額10,000円のときに、購入時手数料率2.2％（税込）で、100万口ご購入いただく場合
は、次のように計算します。
 購入金額＝（10,000円／1万口）×100万口＝100万円、購入時手数料＝購入金額（100万円）×2.2％
（税込）＝22,000円となり、購入金額に購入時手数料を加えた合計額102万2,000円をお支払いいただ
くことになります。

換金手数料 ありません。

信託財産留保額 ありません。

＜信託財産で間接的にご負担いただく（ファンドから支払われる）費用＞

運用管理費用
（信託報酬）

ファンドの日々の純資産総額に対し年率0.715％（税抜0.65％）

その他の費用・手数料 監査費用、組入有価証券の売買委託手数料、資産を外国で保管する場合の費用、借入金の利息 お
よび立替金の利息などがその都度、信託財産から支払われます。

※運用状況などにより変動するものであり、事前に料率、上限額などを表示することはできません。

※詳しくは、投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

※投資者の皆様にご負担いただくファンドの費用などの合計額については、保有期間や運用の状況などに応じて異なりますの
で、表示することができません。
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設定・運用は アモーヴァ・アセットマネジメント株式会社
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第368号

加入協会：一般社団法人投資信託協会

一般社団法人日本投資顧問業協会

主なリスクは以下の通りです。

価格変動リスク

不動産投信は、不動産や不動産証券化商品に投資して得られる収入や売却益などを収益源とし

ており、不動産を取り巻く環境や規制、賃料水準、稼働率、不動産市況や長短の金利動向、マ

クロ経済の変化など様々な要因により価格が変動します。また、不動産の老朽化や立地条件の

変化、火災、自然災害などに伴なう不動産の滅失・毀損などにより、その価格が影響を受ける

可能性もあります。不動産投信の財務状況、業績や市況環境が悪化する場合、不動産投信の分

配金や価格は下がり、ファンドに損失が生じるリスクがあります。

流動性リスク

市場規模や取引量が少ない状況においては、有価証券の取得、売却時の売買価格は取引量の大

きさに影響を受け、市場実勢から期待できる価格どおりに取引できないリスク、評価価格どお

りに売却できないリスク、あるいは、価格の高低に関わらず取引量が限られてしまうリスクが

あり、その結果、不測の損失を被るリスクがあります。
信用リスク
不動産投信が支払不能や債務超過の状態になった場合、またはそうなることが予想される場合、
ファンドにも重大な損失が生じるリスクがあります。

為替変動リスク
外貨建資産については、一般に外国為替相場が当該資産の通貨に対して円高になった場合には、
ファンドの基準価額が値下がりする要因となります。

＜東証ＲＥＩＴ指数（配当込み）と基準価額の主なカイ離要因＞
当ファンドは、基準価額の変動率を東証ＲＥＩＴ指数（配当込み）の変動率に一致させること
をめざしますが、次のような要因があるため、同指数と一致した推移をお約束できるものでは
ありません。
・東証ＲＥＩＴ指数の採用銘柄以外の銘柄に投資をする場合があること、東証ＲＥＩＴ指数の
採用銘柄の変更や資本異動などによってポートフォリオの調整が行なわれる場合、個別銘柄
の売買などにあたりマーケット・インパクトを受ける可能性があること。また、信託報酬、
売買委託手数料、監査費用などの費用をファンドが負担すること。

・分配原資となる組入銘柄の分配金受け取りと、当ファンドの分配金支払いのタイミングや金
額が完全には一致しないこと。

・先物取引等のデリバティブ取引を利用した場合、当該取引の値動きと東証ＲＥＩＴ指数の採
用銘柄の一部または全部の値動きが一致しないこと。

※基準価額の変動要因は、上記に限定されるものではありません。

○その他の留意事項
当資料は、投資者の皆様に「インデックスファンドＪリート（東証ＲＥＩＴ指数）毎月分配型」
へのご理解を高めていただくことを目的として、アモーヴァ・アセットマネジメントが作成し
た販売用資料です。当ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆ
るクーリング・オフ）の適用はありません。投資信託は、預金や保険契約とは異なり、預金保
険機構および保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。また、銀行など登録金融機関
で購入された場合、投資者保護基金の支払いの対象とはなりません。投資信託の運用による損
益は、すべて受益者の皆様に帰属します。当ファンドをお申込みの際には、投資信託説明書（
交付目論見書）などを販売会社よりお渡ししますので、内容を必ずご確認のうえ、お客様ご自
身でご判断ください。
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※上記販売会社情報は、作成時点の情報に基づいて作成しております。

※販売会社によっては取扱いを中止している場合がございます。
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　投資信託説明書(交付目論見書)のご請求・お申込みは

株式会社イオン銀行
（委託金融商品取引業者　マネックス証券株式会社）
株式会社ＳＭＢＣ信託銀行
※右の他に一般社団法人投資信託協会にも加入
ＳＭＢＣ日興証券株式会社
株式会社ＳＢＩ証券
※右の他に一般社団法人日本ＳＴＯ協会にも加入
株式会社ＳＢＩ新生銀行
（委託金融商品取引業者　株式会社ＳＢＩ証券）
（委託金融商品取引業者　マネックス証券株式会社）
沖縄県労働金庫
九州労働金庫
近畿産業信用組合
近畿労働金庫
四国労働金庫
静岡県労働金庫
中央労働金庫
中国労働金庫
東海労働金庫
東北労働金庫
長野県労働金庫
新潟県労働金庫
浜銀ＴＴ証券株式会社
ＰａｙＰａｙ銀行株式会社
北陸労働金庫
北海道労働金庫
松井証券株式会社
マネックス証券株式会社
三菱ＵＦＪ ｅスマート証券株式会社
山和証券株式会社
株式会社横浜銀行
楽天証券株式会社

登録金融機関 北海道財務局長（登金）第38号
登録金融機関 北陸財務局長（登金）第36号

金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第190号 ○

金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第164号 ○ ○

金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第61号 ○ ○ ○ ○

金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第195号 ○ ○ ○ ○
登録金融機関 関東財務局長（登金）第36号 ○ ○

登録金融機関 関東財務局長（登金）第624号 ○ ○

登録金融機関 関東財務局長（登金）第267号
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第1977号 ○

登録金融機関 関東財務局長（登金）第268号
登録金融機関 東北財務局長（登金）第68号
登録金融機関 東海財務局長（登金）第70号
登録金融機関 中国財務局長（登金）第53号
登録金融機関 関東財務局長（登金）第259号

登録金融機関 四国財務局長（登金）第26号

関東財務局長（金商）第44号 ○ ○ ○

登録金融機関 沖縄総合事務局長（登金）第8号

登録金融機関 関東財務局長（登金）第10号 ○ ○

登録金融機関 近畿財務局長（登金）第270号 ○

金融商品取引業者等の名称 登録番号

加入協会

日本証券業
協会

一般社団法人
日本

投資顧問業
協会

一般社団法人
金融先物

取引業協会

一般社団法人
第二種

金融商品
取引業協会

金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第2251号 ○ ○ ○ ○

登録金融機関 関東財務局長（登金）第653号 ○ ○

登録金融機関 関東財務局長（登金）第633号 ○

○

金融商品取引業者

金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第165号 ○ ○ ○ ○

登録金融機関 福岡財務支局長（登金）第39号

登録金融機関 東海財務局長（登金）第72号

登録金融機関 近畿財務局長（登金）第90号




